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調 査 結 果 の 概 要 

 

平

成

19

年 

区  分 商 業 計 卸 売 業 小 売 業 

事 業 所 数 
18,672 店 

（100.0％） 

3,517 店 

（18.8％） 

15,155 店 

（81.2％） 

従 業 者 数 
119,221 人 

（100.0％） 

30,891 人 

（25.9％） 

88,330 人 

（74.1％） 

年間商品販売額 
331,031,060 万円 

（100.0％） 

187,035,178 万円 

（56.5％） 

143,995,882 万円 

（43.5％） 

 

 

１．一 般 概 況 

 

（１）商業全体（計）の事業所数は前回本調査（平成１４年６月１日調査）と比べて１１．２％減

の１８，６７２店となった。 

卸売業は５．９％の減で、小売業は１２．４％の減少となっている。 

（２）商業全体（計）の従業者数は平成１４年調査と比べて８．６％減の１１９，２２１人となっ

た。 

卸売業は１０．７％の減で、小売業は７．９％の減少となっている。 

（３）商業全体（計）の年間商品販売額は平成１４年調査と比べて１０．４％減の３兆３，１０３

億円となった。卸売業は１３．３％の減で、小売業は６．３％の減少となっている。 

 

 

表１ 年次別推移 

実数
増減率
63/60

実数
増減率
３/63

実数
増減率
６/３

事業所数(店） 26,230 △ 2.9 26,307 0.3 24,644 △ 6.3

卸売業 4,090 △ 0.8 4,272 4.4 3,961 △ 7.3

小売業 22,140 △ 3.3 22,035 △ 0.5 20,683 △ 6.1

従業員数(人） 124,869 0.6 126,304 1.1 129,906 2.9

卸売業 36,523 △ 1.5 37,592 2.9 37,962 1.0

小売業 88,346 1.5 88,712 0.4 91,944 3.6

年間商品販売額（百万円） 3,319,602 △ 0.4 3,947,389 18.9 4,157,179 5.3

卸売業 2,056,487 △ 2.5 2,450,305 19.2 2,544,844 3.9

小売業 1,263,115 3.4 1,497,083 18.5 1,612,334 7.7

区分

昭和６３年 平成３年 平成６年

 

 

注）１ 「年間商品販売額」については、百万円未満四捨五入しているため、内訳と計は必ずしも一致しない。 



  

２．昭和６３年（１９８８年）数値＝１００とした場合の指数 

 

（１） 事業所数については、平成３年に微増したものの昭和５７年をピークに減少傾向にある。 

（２） 従業者数については、昭和５７年から平成３年にかけてほぼ横這い状態であり、平成６年調査で

若干の伸びを示した。平成１４年調査では増加したが、平成１９年調査では減少した。 

（３） 年間商品販売額については、昭和５７年から６３年にかけて停滞していたが、平成３年に大きく

上昇した。平成９年調査では平成６年調査に続き増加したが、平成１４年調査及び平成１９年調査

では大幅に減少した。 

 

表２ 事業所数、従業者数、年間商品販売額の指数  

実　数 指　数 実　数 指　数 実　数 指　数
昭和　43年 23,019 87.8 85,028 68.1 421,980 12.7

45年 24,005 91.5 93,086 74.5 589,579 17.8
47年 24,551 93.6 95,770 76.7 852,723 25.7
49年 25,286 96.4 101,910 81.6 1,323,551 39.9
51年 26,936 102.7 112,840 90.4 2,041,015 61.5
54年 27,689 105.6 119,793 95.9 2,629,055 79.2
57年 28,686 109.4 126,797 101.5 3,226,238 97.2
60年 27,022 103.0 124,126 99.4 3,331,373 100.4
63年 26,230 100.0 124,869 100.0 3,319,602 100.0

平成 　3年 26,307 100.3 126,304 101.1 3,947,389 118.9
6年 24,644 94.0 129,906 104.0 4,157,179 125.2
9年 22,862 87.2 125,129 100.2 4,297,858 129.5

14年 21,030 80.2 130,458 104.5 3,693,933 111.3
19年 18,672 71.2 119,221 95.5 3,310,311 99.7

事業所数 従業者数 年間商品販売額(百万円）

 

 

表１（続き） 

実数
増減率
９/６

実数
増減率
14/９

実数
増減率
19/14

実数
増減率
16/11

22,862 △ 7.2 21,030 △ 8.0 18,672 △ 11.2 20,214 △ 11.6

3,700 △ 6.6 3,737 1.0 3,517 △ 5.9 3,825 △ 7.3

19,162 △ 7.4 17,293 △ 9.8 15,155 △ 12.4 16,389 △ 12.5

125,129 △ 3.7 130,458 4.3 119,221 △ 8.6 125,723 △ 5.5

35,548 △ 6.4 34,597 △ 2.7 30,891 △ 10.7 34,070 △ 10.8

89,581 △ 2.6 95,861 7.0 88,330 △ 7.9 91,653 △ 3.4

4,297,858 3.4 3,693,933 △ 14.1 3,310,311 △ 10.4 3,577,699 △ 12.8

2,634,967 3.5 2,157,924 △ 18.1 1,870,352 △ 13.3 2,091,701 △ 15.2

1,662,891 3.1 1,536,008 △ 7.6 1,439,959 △ 6.3 1,485,997 △ 9.2

平成９年 平成14年 平成19年 （参考）平成16年

 

 

 

 

 



  

３．事 業 所 数 

 

業種別事業所数の構成比は、卸売業が１８．８％、小売業が８１．２％となっている。 

卸売業では、農畜産物・水産物卸売業が最も多く、食料・飲料卸売業と建築材料卸売業が続いて

いる。 

小売業では、飲食料品小売業が５，６４３店と最も多くなっている。 

平成１４年調査と比べると、卸売業では一般機械器具卸売業が３７店増加（１４．３％）し、逆

に家具・建具・じゅう器卸売業が３１店減少（△１９．５％）している。 

小売業では、飲食料品小売業が１，２２５店減（△１７．８％）と大きく減少し、構成比も３２．

７％から３０．２％へと低下した。 

 

14年 19年 14/9 19/14

0000 商　業　計 22,862 21,030 18,672 △ 8.0 △ 11.2

( 100.0% ) ( 100.0% ) ( 100.0% )

0001 卸　売　業 3,700 3,737 3,517 1.0 △ 5.9

( 16.2% ) ( 17.8% ) ( 18.8% )

491 各種商品 11 7 7 △ 36.4 0.0

501 繊維品 12 10 9 △ 16.7 △ 10.0

502 衣服・身の回り品 114 94 81 △ 17.5 △ 13.8

511 農畜産物・水産物 654 681 683 4.1 0.3

512 食料・飲料 670 665 539 △ 0.7 △ 18.9

521 建築材料 434 464 462 6.9 △ 0.4

522 化学製品 97 88 97 △ 9.3 10.2

523 鉱物・金属材料 128 152 145 18.8 △ 4.6

524 再生資源 99 78 87 △ 21.2 11.5

531 一般機械器具 280 259 296 △ 7.5 14.3

532 自動車 205 217 198 5.9 △ 8.8

533 電気機械器具 182 177 171 △ 2.7 △ 3.4

539 その他の機械器具 98 87 91 △ 11.2 4.6

541 家具・建具・じゅう器 119 159 128 33.6 △ 19.5

542 医薬品・化粧品 212 218 191 2.8 △ 12.4

549 他に分類されない卸売業 385 381 332 △ 1.0 △ 12.9

0002 小　売　業 19,162 17,293 15,155 △ 9.8 △ 12.4

( 83.8% ) ( 82.2% ) ( 81.2% )

55 各種商品 54 45 42 △ 16.7 △ 6.7

56 織物・衣服・身の回り品 2,366 2,131 1,942 △ 9.9 △ 8.9

57 飲食料品 8,255 6,868 5,643 △ 16.8 △ 17.8

58 自動車・自転車 1,087 1,107 1,046 1.8 △ 5.5

59 家具・じゅう器・機械器具 1,536 1,410 1,217 △ 8.2 △ 13.7

60 その他の小売業 5,864 5,732 5,265 △ 2.3 △ 8.1

表３　業種別事業所数

産　　業　　分　　類
事　業　所　数 　(店) 増 減 率 (％)

９年



  

図１　業種別事業所数
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４．従 業 者 数 

 

業種別従業者数の構成比は、卸売業が２５．９％、小売業が７４．１％となっている。 

卸売業では、農畜産物・水産物卸売業が最も多く、食料・飲料卸売業が続いている。 

小売業では、飲食料品小売業が最も多くなっている。 

平成１４年調査と比べると、再生資源卸売業が２０４人増加（４８．８％）した。一方、各種商

品卸売業が７５人（△４４．６％）、家具・器具・じゅう器卸売業２４３人（△２５．７％）減少

した。 

小売業では、飲食料品小売業が３９８人（１．１％）増加した。一方、各種商品小売業が１，４

７０人（△２３．２％）減少した。 

 

9年 14年 19年 14/9 19/14

0000 商　　業　　計 125,129 130,458 119,221 4.3 △ 8.6

( 100.0% ) ( 100.0% ) ( 100.0% )

0001 卸　　売　　業 35,548 34,597 30,891 △ 2.7 △ 10.7

( 28.4% ) ( 26.5% ) ( 25.9% )

491 各種商品 255 168 93 △ 34.1 △ 44.6

501 繊維品 75 47 42 △ 37.3 △ 10.6

502 衣服・身の回り品 927 625 548 △ 32.6 △ 12.3

511 農畜産物・水産物 7,059 8,098 7,473 14.7 △ 7.7

512 食料・飲料 6,647 6,457 5,263 △ 2.9 △ 18.5

521 建築材料 4,047 4,292 3,840 6.1 △ 10.5

522 化学製品 1,000 702 734 △ 29.8 4.6

523 鉱物・金属材料 1,356 1,575 1,287 16.2 △ 18.3

524 再生資源 453 418 622 △ 7.7 48.8

531 一般機械器具 2,433 2,063 2,133 △ 15.2 3.4

532 自動車 1,984 1,705 1,776 △ 14.1 4.2

533 電気機械器具 1,509 1,367 1,389 △ 9.4 1.6

539 その他の機械器具 796 658 748 △ 17.3 13.7

541 家具・建具・じゅう器 919 944 701 2.7 △ 25.7

542 医薬品・化粧品 2,529 2,416 1,862 △ 4.5 △ 22.9

549 他に分類されない卸売業 3,559 3,062 2,380 △ 14.0 △ 22.3

0002 小　　売　　業 89,581 95,861 88,330 7.0 △ 7.9

( 71.6% ) ( 73.5% ) ( 74.1% )

55 各種商品 6,244 6,339 4,869 1.5 △ 23.2

56 織物・衣服・身の回り品 8,076 8,284 6,853 2.6 △ 17.3

57 飲食料品 32,849 34,740 35,138 5.8 1.1

58 自動車・自転車 6,818 6,954 6,618 2.0 △ 4.8

59 家具・じゅう器・機械器具 6,612 6,163 5,371 △ 6.8 △ 12.9

60 その他の小売業 28,982 33,381 29,481 15.2 △ 11.7

表４　業種別従業者数

産　　業　　分　　類
従　業　者　数（人） 増  減  率 (％)



  

図２　業種別従業員数

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

各
種
商
品

繊
維
品

衣
服

・
身

の
回
り
品

農
畜
産
物

・
水
産
物

食
料

・
飲
料

建
築
材
料

化
学
製
品

鉱
物

・
金
属
材
料

再
生
資
源

一
般
機
械
器
具

自
動
車

電
気
機
械
器
具

そ
の
他

の
機
械
器
具

家
具

・
建
具

・
じ
ゅ
う
器

医
薬
品

・
化
粧
品

他

に
分
類
さ
れ
な

い
卸
売
業

各
種
商
品

織
物

・
衣
服

・
身

の
回
り
品

飲
食
料
品

自
動
車

・
自
転
車

家
具

・
じ
ゅ
う
器

・
機
械
器
具

そ
の
他

の
小
売
業

(人）
14年 19年



  

５．年間商品販売額 

 

業種別年間商品販売額の構成比は、卸売業が５６．５％、小売業が４３．５％となっている。 

卸売業では、農畜産物・水産物卸売業が最も多く、食料・飲料卸売業が続いている。 

小売業では、平成９年調査まで飲食料品小売業の構成比が最も大きかったが、今回調査で燃料小

売業の増加により、１４年調査に続きその他の小売業の構成比が最大になった。 

平成１４年調査と比べると、卸売業では、再生資源卸売業が倍増したが、衣服・身の回り品、農

畜産物・水産物が減少した。 

小売業でも、その他の小売業以外全ての業種において、減少した。 

9年 14年 19年 14/9 19/14

0000 商　　業　　計 4,297,858 3,693,932 3,310,311 △ 14.1 △ 10.4

( 100.0% ) ( 100.0% ) ( 100.0% )

0001 卸　　売　　業 2,634,967 2,157,924 1,870,352 △ 18.1 △ 13.3

( 61.3% ( 58.4% ) ( 56.5% )

491 各種商品 26,420 10,263 14,915 △ 61.2 45.3

501 繊維品 3,442 1,161 964 △ 66.3 △ 17.0

502 衣服・身の回り品 33,581 20,478 13,765 △ 39.0 △ 32.8

511 農畜産物・水産物 760,022 633,912 471,335 △ 16.6 △ 25.6

512 食料・飲料 412,327 348,919 304,951 △ 15.4 △ 12.6

521 建築材料 293,769 267,164 214,698 △ 9.1 △ 19.6

522 化学製品 51,478 33,974 37,930 △ 34.0 11.6

523 鉱物・金属材料 153,690 159,887 167,596 4.0 4.8

524 再生資源 7,135 5,818 17,298 △ 18.5 197.3

531 一般機械器具 168,246 93,152 98,363 △ 44.6 5.6

532 自動車 97,032 66,005 60,561 △ 32.0 △ 8.2

533 電気機械器具 103,496 107,576 93,065 3.9 △ 13.5

539 その他の機械器具 41,405 32,486 37,154 △ 21.5 14.4

541 家具・建具・じゅう器 38,576 33,894 28,412 △ 12.1 △ 16.2

542 医薬品・化粧品 150,701 167,223 156,816 11.0 △ 6.2

549 他に分類されない卸売業 293,647 176,012 152,528 △ 40.1 △ 13.3

0002  小　　売　　業 1,662,891 1,536,008 1,439,959 △ 7.6 △ 6.3

( 38.7% ) ( 41.6% ) ( 43.5% )

55 各種商品 184,293 137,889 99,455 △ 25.2 △ 27.9

56 織物・衣服・身の回り品 129,486 116,157 89,870 △ 10.3 △ 22.6

57 飲食料品 499,021 471,635 468,457 △ 5.5 △ 0.7

58 自動車・自転車 222,084 188,462 169,185 △ 15.1 △ 10.2

59 家具・じゅう器・機械器具 149,470 125,015 102,923 △ 16.4 △ 16.1

60 その他の小売業 478,537 496,849 510,069 3.8 2.7

表５　業種別年間商品販売額

産　　業　　分　　類
商 品 販 売 額 (百万円) 増 減 率 (％)



  

図３　業種別年間商品販売額
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６．商品分類別年間販売額 

 

 商業全体の年間商品販売額３兆３，１０３億１，０６０万円について、商品分類別にみると、卸売

による商品は、１兆８，７０３億５，１７８万円と、商品全体の５６．５％を占めている。卸売品の

うち、最も構成比の大きい商品は、生鮮魚介で１，７３８億２，６９４万円と、同５．３％を占めて

いる。平成１４年調査に比べると、すべての主要商品が減少しており、特に、野菜２９８億３，８０

０万円（△２７．１％）減少が著しい。 

 一方、小売による商品は１兆４，３９９億５，８８２万円と、商品全体の４３．５％を占めている。

小売品のうち、最も構成比の大きい商品は、揮発油で、８７７億２，１９３万円と、商品全体の２．

７％を占めている。平成１４年調査に比べると、医療用医薬品が１２９億５，５７８万円（３０．９％）、

揮発油が１９３億４，４２７万円（２８．３％）、電気機械器具が１１１億１，７３７万円（２５．

８％）、それぞれ増加した。 

 

 

表６ 主要商品の年間販売額 

 

年間販売額 構成比 年間販売額 構成比
369,393,254 100.0 331,031,060 100.0
214,194,480 58.0 187,035,178 56.5

果　　　　　実 13,898,691 3.8 果　　　　　実 10,738,735 3.2
医　　薬　　品 11,425,082 3.1 医　　薬　　品 10,480,027 3.2
野　　　　　菜 11,024,815 3.0 他の食料・飲料 9,795,816 3.0
他の食料・飲料 10,066,982 2.7 野　　　　　菜 8,041,015 2.4
酒　　　　　類 8,818,111 2.4 酒　　　　　類 6,743,475 2.0
電気機械器具 電気機械器具
（家庭用以外） （家庭用以外）

　 小売品 155,198,774 42.0 　 小売品 143,995,882 43.5
乗用車（新車） 9,921,172 2.7 揮　　発　　油 8,772,193 2.7
揮　　発　　油 6,837,766 1.9 乗用車（新車） 8,234,052 2.5
他の飲食料品 6,716,378 1.8 他の飲食料品 6,566,001 2.0

飲食料品（百貨店） 5,897,620 1.6 医療用医薬品 5,493,683 1.7
　　　　酒　　　　　 5,672,741 1.5 　　　　酒　　　　　 5,457,331 1.7

料　　理　　品 5,117,984 1.4 電気機械器具 5,414,829 1.6
鮮　　　　　魚 4,941,241 1.3 灯　　　　　油 4,646,695 1.4
乗用車（中古） 4,612,960 1.3 料　　理　　品 4,538,445 1.4
電気機械器具 4,303,092 1.2 鮮　　　　　魚 4,481,218 1.4
医療用医薬品 4,198,105 1.1 飲料（牛乳を除く） 4,400,560 1.3

飲食料品（百貨店） 4,299,365 1.3
乗用車（中古） 3,953,974 1.2

生　鮮　魚　介

前回（平14年）調査　（単位：万円） 今回（平19年）調査　（単位：万円）
商品分類
商品計

商品分類
商品計

う
ち
主
要
商
品

8,085,703

5.1

2.2

18,821,950

6,444,152 2.0

17,382,694

16,586,917

5.3

5.0

う
ち
主
要
商
品

　　　卸売品       卸売品

他（木竹材・セメント・板
ガラス以外）の建築材料

他（木竹材・セメント・板
ガラス以外）の建築材料

生　鮮　魚　介

う
ち
主
要
商
品

う
ち
主
要
商
品

20,218,107 5.5

 



  

７．開設時期別事業所数 

 

開設された時期別の事業所数をみると、商業全体では平成７年（１９９５年）から平成１４年（２

００２年）の間が、３，３７１店と最も多く、次いで、昭和６０年から平成６年の２，９２８店、

昭和５０年から昭和５９年の２，８１５店と続き、昭和１９年以前の老舗も１，７０７店と約１割

を占める。平成１５年からの各年の推移では、平成１８年が５９１店と最も多く、平成１９年は２

４２店と激減している。 

卸売業では、昭和６０年から平成６年の間に開設された事業所が最も多く、７７０店となってい

る。平成１５年以降は、２８３店となっているが、そのうち平成１９年は１６店と激減している。 

小売業では、平成７年から平成１４年に開設された事業所が２，７９７店と最も多く、次いで、

昭和６０年から平成６年の２，１５８店、昭和５０年から昭和５９年の２，０９４店と続いている。

昭和１９年以前に設立された老舗も１，５６３店と小売業全体の１０．３％を占めている。 

小売業の業種別では、飲食料品小売業の平成７年から平成１４年に設立された事業所が、９９０

店と最も多く、次いでその他の小売業の平成７年から平成１４年の９８２店、飲食料品小売業の昭

和１９年以前の８３０店と続いている。平成１５年以降は全体として増加しているが、平成１９年

は減少に転じた。また、その他の小売業は、７１６店と平成１５年以降に設立された数が最も多く

なっている。 

 

表７　　開設時期別事業所数 上段：事業所数

下段：構成比

S19年 S20～ S30～ S40～ S50～ S60～ H7～

以前 S29年 S39年 S49年 S59年 H6年 H14年 H15年 H16年 H17年 H18年 H19年 計

0000 18,672 1,707 907 2,020 2,618 2,815 2,928 3,371 515 450 508 591 242 2,306

商業計 100.0% 9.1% 4.9% 10.8% 14.0% 15.1% 15.7% 115.1% 12.4%

0001 3,517 144 112 321 592 721 770 574 68 70 63 66 16 283

卸売業 100.0% 4.1% 3.2% 9.1% 16.8% 20.5% 21.9% 74.5% 8.0%

0002 15,155 1,563 795 1,699 2,026 2,094 2,158 2,797 447 380 445 525 226 2,023

小売業 100.0% 10.3% 5.2% 11.2% 13.4% 13.8% 14.2% 129.6% 13.3%

0055 42 4 3 1 3 8 7 10 1 1 4 0 0 6

各種商品

0056 1,942 139 112 185 178 190 282 444 81 79 79 128 45 412

織物・衣
身の回り品
0057 5,643 830 330 724 743 736 657 990 146 107 151 155 74 633

飲食料品

0058 1,046 27 34 97 170 186 215 195 29 32 22 30 9 122

自動車・自
転車
0059 1,217 103 69 116 191 233 195 176 32 31 28 29 14 134

家具・じゅ
う器・機械
0060 5,265 460 247 576 741 741 802 982 158 130 161 183 84 716

その他の小
売業

産 業 分 類

開　　設　　時　　期　　事　　業　　所　　数

合計
平 成 15 年 以 降 の 各 年

 



  

８．経営組織別事業所数 

  

 経営組織別の事業所数をみると、商業全体（計）では法人が９,２３５店（商業全体の４９．５％）、

個人が９，４３７店（同５０．５％）となっている。ただし、個人は、平成９年 1 万３，５１５店

（同５９．１％）、平成１４年１万１，５１３店（同５４．７％）と減少傾向にあり、平成１９年

も、２，０７６店（平成１４年比△１８．０％）減少した。法人は、平成９年９，３４７店（商業

全体の４０．９％）、平成１４年９，５１７店（同４５．３％）と増加したが、平成１９年は２８

２店（平成１４年比△３．０％）減少した。 

法人の卸売業は、平成９年２，８４８店（商業全体の１２．５％）、平成１４年２，８５２店（同

１３．６％）と横這いであるが、平成１９年は２，７５３店（同１４．７％）と構成比は増加して

いる。 

 個人の卸売業は、平成９年の８５２店（商業全体の３．７％）から、平成１４年には８８５店（同

４．２％）と増加したが、平成１９年は、７６４店（同４．１％）と減少した。 

 法人の小売業は、平成９年６，４９９店（商業全体の２８．４％）、平成１４年６，６６５店（同

３１．７％）と増加している。平成１９年６，４８２店と平成１４年より１８３店（△２．７％）

減少したが、逆に商業全体の事業所数に占める構成比は３１．７％から３４．７％へと増加した。 

 一方、個人の小売業は、平成９年 1万２，６６３店（商業全体の構成比５５．４％）、平成１４

年１万６２８店（同５０．５％）と減少してきた。平成１９年は、８，６７３店と平成１４年より

更に１，９５５店（△１８．４％）減少し、商業全体の事業所数に占める構成比も５０．５％から

４６．４％へと減少した。 

  

 

 表８ 経営組織別事業所数 

14/9 19/14 14/9 19/14

0000 商　業　計 9,347 9,517 9,235 13,515 11,513 9,437 1.8 △ 3.0 △ 14.8 △ 18.0

( 40.9% ) ( 45.3% ) ( 49.5% ) ( 59.1% ) ( 54.7% ) ( 50.5% )

0001   卸  売  業 2,848 2,852 2,753 852 885 764 0.1 △ 3.5 3.9 △ 13.7

( 12.5% ) ( 13.6% ) ( 14.7% ) ( 3.7% ) ( 4.2% ) ( 4.1% )

0002   小  売  業 6,499 6,665 6,482 12,663 10,628 8,673 2.6 △ 2.7 △ 16.1 △ 18.4

( 28.4% ) ( 31.7% ) ( 34.7% ) ( 55.4% ) ( 50.5% ) ( 46.4% )

0055 各種商品 41 36 34 13 9 8 △ 12.2 △ 5.6 △ 30.8 △ 11.1

0056
織物・衣服・身
の回り品

1,038 1,023 989 1,328 1,108 953 △ 1.4 △ 3.3 △ 16.6 △ 14.0

0057 飲食料品 1,629 1,630 1,634 6,626 5,238 4,009 0.1 0.2 △ 20.9 △ 23.5

0058 自動車・自転車 544 594 593 543 513 453 9.2 △ 0.2 △ 5.5 △ 11.7

0059
家具・じゅう
器・機械器具

553 527 498 983 883 719 △ 4.7 △ 5.5 △ 10.2 △ 18.6

0060 その他の小売業 2,694 2,855 2,734 3,170 2,877 2,531 6.0 △ 4.2 △ 9.2 △ 12.0

（　　）は各年次の商業全体の事業所数に占める構成比

産    業    分    類

経営組織別事業所数（店） 増減率（％）

法  人 個        人 法  人 個  人

9年 14年 19年 9年 14年 19年

  



  

９．従業者規模別事業所数 

 

 従業者規模別の事業所数をみると、商業全体（計）では、１～２人規模が８，１０４店と最も多

く、全事業所数１万８、６７２店の４３．４％を占めている。この最小規模事業所について、平成

１４年調査に比べると、１，２７０店（△１３.５％）減少しており、構成比も４４．６％から１．

２ポイント小さくなっている。 

 卸売業では、５～９人規模が９６９店と最も多く、全体の５．２％、卸売業の２７．６％を占め

ている。小売業では、規模が小さくなるにつれ、商店の数が多くなっている。 

 １～２人規模の卸売業をみると、平成１４年の８０４店から平成１９年には７８７店と微減し、

同規模の小売業が８，５７０店から１，２５３店（△１４．６％）減少している。３人以上の規模

では、平成１４年から平成１９年かけて、卸売業では、各規模における増減幅が小さく、小売業に

おいては、１～４９人規模までが減少、５０人以上の規模において増加傾向を示している。 

 

表９ 従業者規模別事業所数 

上段：平成19年

下段：平成 14年

18,672 8,104 4,234 3,512 1,821 460 303 172 66

0000 （ 100.0 ） （ 43.4% ） （ 22.7% ） （ 18.8% ） （ 9.8% ） （ 2.5% ） （ 1.6% ） （ 0.9% ） （ 0.4% ）

21,030 9,374 4,675 3,901 1,982 525 351 161 61

（ 100.0 ） （ 44.6% ） （ 22.2% ） （ 18.5% ） （ 9.4% ） （ 2.5% ） （ 1.7% ） （ 0.8% ） （ 0.3% ）

3,517 787 840 969 572 186 104 52 7

0001 （ 100.0 ） （ 22.4% ） （ 23.9% ） （ 27.6% ） （ 16.3% ） （ 5.3% ） （ 3.0% ） （ 1.5% ） （ 0.2% ）

3,737 804 832 1,046 674 204 114 53 10

（ 100.0 ） （ 21.5% ） （ 22.3% ） （ 28.0% ） （ 18.0% ） （ 5.5% ） （ 3.1% ） （ 1.4% ） （ 0.3% ）

15,155 7,317 3,394 2,543 1,249 274 199 120 59

0002 （ 100.0 ） （ 48.3% ） （ 22.4% ） （ 16.8% ） （ 8.2% ） （ 1.8% ） （ 1.3% ） （ 0.8% ） （ 0.4% ）

17,293 8,570 3,843 2,855 1,308 321 237 108 51

（ 100.0 ） （ 49.6% ） （ 22.2% ） （ 16.5% ） （ 7.6% ） （ 1.9% ） （ 1.4% ） （ 0.6% ） （ 0.3% ）

0055 42 12 4 4 3 0 0 1 18

45 11 3 4 2 0 0 2 23

0056 1,942 966 563 321 84 5 2 0 1

2,131 1,022 612 376 100 11 8 0 2

0057 5,641 3,042 1,105 697 516 84 90 71 36

6,868 3,944 1,300 803 546 107 90 64 14

0058 1,046 436 193 174 174 56 12 1 0

1,107 465 211 196 161 54 17 3 0

0059 1,217 676 267 163 69 18 18 6 0

1,410 780 343 170 58 35 21 3 0

0060 5,267 2,185 1,262 1,184 403 111 77 41 4

5,732 2,348 1,374 1,306 441 114 101 36 12

産　業　分　類

従　　業　　者　　規　　模　　別　(店)

合計
1～ 3～ 5～ 10～ 20～ 30～ 50～ 100人

2人 4人 9人 19人 29人 49人 99人 以上

商 業 計

卸 売 業

小 売 業

各種商品

その他の小
売業

織 物 ・ 衣
服・身の回
り品

飲食料品

自動車・自
転車

家具･じゅう
器･機械器具

 

 



  

１０．男女別・雇用形態別就業者数 

 

 従業者数に臨時雇用者数と出向・派遣受入者数を加えた就業者数は、商業全体で１２万２，７３

０人となっており、うち、女性が６万３，７８３人と５２．０％を占めている。卸売・小売業別に

みると卸売業では、男性が２万９９４人と卸売業全体の６５．２％を占め、逆に、小売業では、女

性が５万２，６０２人と同様に５８．１％を占めている。小売業のうち、百貨店・総合スーパーが

属している各種商品小売業では、女性就業者の割合が７９．４％と高く、自動車・自転車小売業で

は男性就業者の割合が８０．８％と高い。 

 

 表１０ 男女別・雇用形態別就業者数 

（人） （人） 男 女 男 女
0000 商　業　計 122,730 58,947 63,783 119,221 57,647 61,574 7,383 6,475

( 100.0% ) ( 48.0% ) ( 52.0% )
0001   卸  売  業 32,175 20,994 11,181 30,891 20,472 10,419 731 406

( 100.0% ) ( 65.2% ) ( 34.8% )

0002   小  売  業 90,555 37,953 52,602 88,330 37,175 51,155 6,652 6,069

( 100.0% ) ( 41.9% ) ( 58.1% )

0055 各種商品 5,078 1,044 4,034 4,869 1,043 3,826 3 7

( 100.0% ) ( 20.6% ) ( 79.4% )

0056
織物・衣服・身
の回り品

6,996 1,784 5,212 6,853 1,761 5,092 547 736

( 100.0% ) ( 25.5% ) ( 74.5% )

0057 飲食料品 35,916 11,207 24,709 35,138 10,997 24,141 2,936 3,269

( 100.0% ) ( 31.2% ) ( 68.8% )

0058 自動車・自転車 6,690 5,407 1,283 6,618 5,352 1,266 472 122

( 100.0% ) ( 80.8% ) ( 19.2% )

0059
家具・じゅう
器・機械器具

5,457 2,947 2,510 5,371 2,895 2,476 718 347

( 100.0% ) ( 54.0% ) ( 46.0% )

0060 その他の小売業 30,418 15,564 14,854 29,481 15,127 14,354 1,976 1,588

( 100.0% ) ( 51.2% ) ( 48.8% )

産    業    分    類

就　　　　　　業　　　　　　　者

男 女

従　　業　　者

個人事業主及び
無給家族従業者

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

 雇用形態別にみると、男性は、常用雇用者（期間を定めず、又は１ヶ月超期間、又は、４月と５

月に各々１８日以上の雇用者）の正社員・正職員が最も多く、３万３，０７８人と全就業者の２７．

０％を占めている。女性では、常用雇用者のパート・アルバイト等が最も多く、３万５，１４７人

と全就業者の２８．６％を占めている。男女合計のパート・アルバイト等の８時間換算雇用者数は、

３万２，９９１人で、この数は、全就業者数の２６．９％にあたる。 

 

 

 

 

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 （人）
6,196 3,130 33,078 16,822 10,990 35,147 1,047 1,777 253 432 32,991

2,607 975 15,826 5,213 1,308 3,825 393 727 129 35 4,430

3,589 2,155 17,252 11,609 9,682 31,322 654 1,050 124 397 28,561

15 6 435 442 590 3,371 4 9 △ 3 199 2,888

313 283 668 1,522 233 2,551 18 83 5 37 2,314

810 520 3,868 3,714 3,383 16,638 204 470 6 98 14,349

393 172 4,209 709 278 263 42 11 13 6 499

341 180 1,424 851 412 1,098 42 28 10 6 1,208

1,717 994 6,648 4,371 4,786 7,401 344 449 93 51 7,303

パート・ア
ルバイト等
の８時間換
算雇用者

臨時雇用者 出向･派遣受入者
有給役員

常　用　雇　用　者

正社員・正職員 ﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ等

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

１１．１事業所当たりの年間商品販売額 

 

商業全体の１事業所当たりの年間商品販売額をみると、１億７，７２９万円と、平成１４年調査

に比べ１６４万円（０．９％）微増した。 

卸売・小売業別にみると、卸売業は５億３，１８０万円で平成１４年比４，５６５万円（△７．

９％）の減少、小売業は９，５０２万円で同６２０万円（７．０％）の増加となった。 

卸売業では、再生資源卸売業が平成１４年比１６６．６％、各種商品卸売業が同４５．３％、鉱

物・金属材料卸売業が同９．９％増加し、他は、農畜産物・水産物卸売業の同２５．９％減、衣服・

身の回り品卸売業の同２２．０％減少している。 

小売業では、飲食料品小売業が平成１４年比２０．９％増加し,逆に各種商品小売業が同２２．

７％減少したのが目立つ。 

 

9年 14年 19年
万円 万円 万円 14/9 19/14

0000 商　　業　　計 18,799 17,565 17,729 △ 6.6 0.9
0001 卸　　売　　業 71,215 57,745 53,180 △ 18.9 △ 7.9
491 各種商品 240,179 146,609 213,067 △ 39.0 45.3
501 繊維品 28,683 11,615 10,710 △ 59.5 △ 7.8
502 衣服・身の回り品 29,457 21,785 16,994 △ 26.0 △ 22.0
511 農畜産物・水産物 116,211 93,085 69,010 △ 19.9 △ 25.9
512 食料・飲料 61,541 52,469 56,577 △ 14.7 7.8
521 建築材料 67,689 57,578 46,471 △ 14.9 △ 19.3
522 化学製品 53,070 38,607 39,104 △ 27.3 1.3
523 鉱物・金属材料 120,070 105,189 115,583 △ 12.4 9.9
524 再生資源 7,207 7,459 19,883 3.5 166.6
531 一般機械器具 60,088 35,966 33,231 △ 40.1 △ 7.6
532 自動車 47,333 30,417 30,586 △ 35.7 0.6
533 電気機械器具 56,866 60,777 54,424 6.9 △ 10.5
539 その他の機械器具 42,250 37,340 40,829 △ 11.6 9.3
541 家具・建具・じゅう器 32,417 21,317 22,197 △ 34.2 4.1
542 医薬品・化粧品 71,085 76,708 82,102 7.9 7.0
549 他に分類されない卸売業 77,890 46,197 45,942 △ 40.7 △ 0.6
0002 小　　売　　業 8,678 8,882 9,502 2.4 7.0

55 各種商品 341,284 306,420 236,798 △ 10.2 △ 22.7
56 織物・衣服・身の回り品 5,473 5,451 4,628 △ 0.4 △ 15.1
57 飲食料品 6,045 6,867 8,302 13.6 20.9
58 自動車・自転車 20,431 17,025 16,174 △ 16.7 △ 5.0
59 家具・じゅう器・機械器具 9,731 8,866 8,457 △ 8.9 △ 4.6
60 その他の小売業 8,161 8,668 9,688 6.2 11.8

産　　業　　分　　類
増  減  率 (％)

表１１　一事業所当たりの年間商品販売額

 

 

 

 

 



  

図４　1事業所当たりの年間商品販売額
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１２．従業者１人当たりの年間商品販売額 

 

従業者１人当たりの年間商品販売額は、平成１４年調査と比べ商業全体で２，７７７万円と５５

万円（△１．９％）減少した. 

卸売・小売業別にみると、卸売業は６，０５５万円と平成１４年比１８２万円（△２．９％）減

少した。逆に小売業は１，６３０万円と同２８万円（１．７％）微増した。 

卸売業では、各種商品卸売業が平成１４年比１６２．５％、再生資源卸売業が同９９．８％増加

し、衣服・身の回り品卸売業の同２３．３％減、電気機械器具卸売業の同１４．９％減、農畜産物・

水産物卸売業の同１９．４％減少している。 

小売業では、その他の小売業の同１６．３％増加したものの、他は織物・衣服・身の回り品小売

業の同６．５％減、各種商品小売業の同６．１％減など、全て減少している。 

 

9年 14年 19年
万円 万円 万円 14/9 19/14

0000 商　　業　　計 3,435 2,832 2,777 △ 17.6 △ 1.9
0001 卸　　売　　業 7,412 6,237 6,055 △ 15.9 △ 2.9
491 各種商品 10,361 6,109 16,037 △ 41.0 162.5
501 繊維品 4,589 2,471 2,295 △ 46.2 △ 7.1
502 衣服・身の回り品 3,623 3,276 2,512 △ 9.6 △ 23.3
511 農畜産物・水産物 10,767 7,828 6,307 △ 27.3 △ 19.4
512 食料・飲料 6,203 5,404 5,794 △ 12.9 7.2
521 建築材料 7,259 6,225 5,591 △ 14.2 △ 10.2
522 化学製品 5,148 4,840 5,168 △ 6.0 6.8
523 鉱物・金属材料 11,334 10,152 13,022 △ 10.4 28.3
524 再生資源 1,575 1,392 2,781 △ 11.6 99.8
531 一般機械器具 6,915 4,515 4,611 △ 34.7 2.1
532 自動車 4,891 3,871 3,410 △ 20.9 △ 11.9
533 電気機械器具 6,859 7,869 6,700 14.7 △ 14.9
539 その他の機械器具 5,202 4,937 4,967 △ 5.1 0.6
541 家具・建具・じゅう器 4,198 3,590 4,053 △ 14.5 12.9
542 医薬品・化粧品 5,959 6,921 8,422 16.1 21.7
549 他に分類されない卸売業 8,337 5,748 6,409 △ 31.1 11.5

0002 小　　売　　業 1,856 1,602 1,630 △ 13.7 1.7
55 各種商品 2,952 2,175 2,043 △ 26.3 △ 6.1
56 織物・衣服・身の回り品 1,603 1,402 1,311 △ 12.5 △ 6.5
57 飲食料品 1,519 1,358 1,333 △ 10.6 △ 1.8
58 自動車・自転車 3,257 2,710 2,556 △ 16.8 △ 5.7
59 家具・じゅう器・機械器具 2,261 2,028 1,916 △ 10.3 △ 5.5
60 その他の小売業 1,651 1,488 1,730 △ 9.9 16.3

産　　業　　分　　類
増  減  率 (％)

表１２　従業員一人当たりの年間商品販売額

 

 

 

 

 

 



  

図５　従業者１人当たりの年間商品販売額
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１３．売 場 面 積 

 

小売業全体の売場面積は、１９１万８，１２４ｍ²で、平成１４年調査と比べ、３万９９ｍ²（１．

６％）増加した。過去からの推移を見ると、昭和６０年１３７万８，７９７ｍ²（対前回△２．５％）、

昭和６３年１４６万５，１０７ｍ²（対前回６．３％増）、平成３年１５３万９，４２２ｍ²（対前

回５．１％増）、平成６年１５８万２，２６７ｍ²（対前回２．８％増）、平成９年１７６万２，９

７４ｍ²（対前回１１．４％増）と、昭和６３年（１９８８年）以降、増加傾向にある。 

主なる業種の動向をみると、平成１４年調査において小売業全体の売場面積１８８万８，０２５

ｍ²の１４．９％（２８万１，１３３ｍ²）を占めていた百貨店・総合スーパーは、平成１９年には

１２．３％（２３万６，８６４ｍ²）へと減少した。 

一方、その他の各種商品（従業員が常時５０人未満）が５，２０７ｍ²（平成１４年比７７．２％増）、

他に分類されない小売業も２９万１，２３３ｍ²（同６３．９％増）と増加した。 

表１３　業種別売場面積

9年 14年 19年 14/9 19/14

0002 小　   売   　業 1,762,974 1,888,025 1,918,124 7.1 1.6

55 各種食料品 289,664 284,072 242,071

△

 1 .9

△

 14.8

551 百貨店、総合スーパー 285,338 281,133 236,864

△

 1.5

△

 15.7

559 その他の各種商品（従業員が常時５０人未満） 4,326 2,939 5,207

△

 32.1 77.2

56 織物・衣服・身の回り品 240,327 284,518 287,131 18.4 0.9

561 呉服・服地・寝具 45,816 42,367 30,292

△

 7.5

△

 28.5

562 男子服 38,695 46,943 44,526 21.3

△

 5.1

563 婦人・子供服 80,418 127,250 139,655 58.2 9.7

564 靴・履物 25,055 25,789 21,383 2.9

△

 17.1

569 その他の織物・衣服・身の回り品 50,343 42,169 51,275

△

 16.2 21.6

57 飲食料品 560,219 541,002 542,014

△

 3 .4 0.2

571 各種食料品 216,146 203,295 256,255

△

 5.9 26.1

572 酒小売 90,335 66,729 43,840

△

 26.1

△

 34.3

573 食肉 10,017 8,235 7,122

△

 17.8

△

 13.5

574 鮮魚 21,657 18,829 14,480

△

 13.1

△

 23.1

575 野菜・果物 16,640 17,283 16,710 3.9

△

 3.3

576 菓子・パン 50,353 39,848 33,593

△

 20.9

△

 15.7

577 米穀類 13,371 6,909 4,552

△

 48.3

△

 34.1

579 その他の飲食料品 141,700 179,874 165,462 26.9

△

 8.0

58 自動車・自転車 49,998 51,752 44,769 3.5

△

 13.5

581 自動車 39,689 42,785 37,632 7.8

△

 12.0

582 自転車 10,309 8,967 7,137

△

 13.0

△

 20.4

59 家具・じゅう器・機械器具 256,040 242,660 218,452

△

 5 .2

△

 10.0

591 家具・建具・畳 85,795 86,301 73,587 0.6

△

 14.7

592 機械器具 72,735 73,889 80,805 1.6 9.4

599 その他のじゅう器 97,510 82,470 64,060

△

 15.4

△

 22.3

60 その他の小売業 366,726 484,021 583,687 32.0 20.6

601 医薬品・化粧品 55,498 82,562 103,346 48.8 25.2

602 農耕用品 45,034 40,617 36,379

△

 9.8

△

 10.4

603 燃料 19,348 25,871 14,734 33.7

△

 43.0

604 書籍・文房具 53,964 53,879 50,909

△

 0.2

△

 5.5

605 スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器 60,987 74,879 68,680 22.8

△

 8.3

606 写真機・写真材料 7,780 6,207 3,443

△

 20.2

△

 44.5

607 時計・眼鏡・光学機械 16,157 22,293 14,963 38.0

△

 32.9

609 他に分類されない小売業 107,958 177,713 291,233 64.6 63.9

産　　　業　　　分　　　類
売   場   面   積   (m²) 増  減  率（％）

 



  

図６　業種別売場面積
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１４．小売業の来客用駐車場 

 

 自店の来客用専用駐車場を保有している小売業の事業所数は、小売業全体の５２．７％に当たる

７，９９５店となった。また、その収容台数は１１万４，２５１台と、平成１４年調査に比べ、１

万２，７４０台（△１０．０％）減少した。専用・共用ともに駐車場のない事業所は、５，４６７

店と１，９４５店（△２６．２％）減少し、共用駐車場のみの事業所は、１，６９３店と５６店（３．

４％）増加した。 

 小売業全体の３６．１％が駐車場のない事業所、１１．２％が共用駐車場のみの事業所となって

おり、産業分類別にみると飲食料品小売業全体の４０．３％が駐車場のない事業所となっている。 

 

 

 

表１４　来客用駐車場規模別事業所数

店 店 店 店

15,155 7,995 4,060 1,797

(100.0%) (52.7%)

17,293 8,244 4,202 1,806

42 32 8 1

45 25 3 －

1,942 798 484 127

2,131 825 515 124

5,643 2,778 1,315 594

6,868 2,954 1,419 687

1,046 881 249 297

1,107 881 246 251

1,217 823 513 173

1,410 880 564 167

5,265 2,683 1,491 605

5,732 2,679 1,455 577
その他の小売業60

59 家具・じゅう器・機械器具

57 飲食料品

自動車・自転車58

55 各種食料品

56 織物・衣服・身の回り品

0002 小　   売   　業

　1～
　　　４台

　５～
　　　９台

産　　　業　　　分　　　類
小  売  業
合　    計

有

　　　自店の来客用

 

 

 

 

 

 

 

 



  

  

一方、規模別にみると、駐車場の規模が小さいほど事業所数は多くなっているが、自動車・自転車

小売業は、１０～２９台の規模において最も多く、家具・じゅう器・機械器具小売業においては、

１００～４９９台規模が３０～９９台より少なくなっている。専用駐車場を有する１事業所当たり

の収容台数は１４．３台で、平成１４年調査の１５．４台に比べ、△７．１％減少している。最も

収容台数が多いのは、百貨店・総合スーパーの属する各種商品小売業で７１０．８台、逆に、少な

いのは、自動車・自転車小売店の８．８台とその他の小売業の９．６台となっている。 

 

 

 

 

　　　　上段：平成19年

　　　　下段：平成14年

店 店 店 店 台 台 店 店

1,557 407 156 18 114,251 14.3 5,467 1,693

(36.1%) (11.2%)

1,613 418 182 23 126,991 15.4 7,412 1,637

3 2 6 12 22,747 710.8 7 3

1 － 6 15 24,649 986.0 13 7

120 63 3 1 8,073 10.1 649 495

122 52 12 － 8,288 10.0 819 487

619 161 86 3 41,228 14.8 2,275 590

567 190 89 2 41,842 14.2 3,367 547

301 32 2 － 7,722 8.8 141 24

333 47 4 － 8,843 10.0 210 16

85 28 24 － 8,759 10.6 310 84

93 26 28 2 13,614 15.5 435 95

429 121 35 2 25,722 9.6 2,085 497

497 103 43 4 29,755 11.1 2,568 485

共用駐車場
の  み  有

１ 事 業
所 当 た
り 収 容
台    数

駐　車　場
な　　　し

　100～
　　　499
台

　500台
　　　以上

専　　用
駐 車 場
収容台数

　専用駐車場

　10～
　　　29台

　30～
　　　99台

 

 

 

 

 

 

 

 



  

１５．小売業の業態別動き 

     

（１）事業所数 

    最も事業所数の多い業態は、専門店の８，７５０店（構成比５７．７％）で、次いで多い

中心店４，９２８店（同３２．５％）と合わせて小売業全体の９割を越える。 

    事業所数の動きをみると、専門店では１４年／９年増減率△６．１％、１９年／１４年増

減率△６．９％と減少割合が横ばいとなった。 

一方、中心店は、１９年／１４年増減率△２１．７％の大幅減となり、うち食料品中心店

は同３１．２％減少した。 

 

表１５ 業態別事業所数 

14/9 19/14

19,162 17,293 15,155 △ 9.8 △ 12.4

（ 100.0% ）

9 10 5 11.1 △ 50.0

（ 0.0% ）

9 9 5 0.0 △ 44.4

-  1 - -  

20 15 14 △ 25.0 △ 6.7

（ 0.1% ）

19 14 13 △ 26.3 △ 7.1

1 1 1 0.0 0.0

443 476 441 7.4 △ 7.4

（ 2.9% ）

65 87 108 33.8 24.1

260 217 210 △ 16.5 △ 3.2

118 172 123 45.8 △ 28.5

　　　　うちホームセンター -  46 62 -  34.8

738 443 499 △ 40.0 12.6

（ 3.3% ）

135 320 403 137.0 25.9

-  120 101 -  △ 15.8

（ 0.7% ）

1,633 521 400 △ 68.1 △ 23.2

（ 2.6% ）

9 3 6 △ 66.7 100.0

10,004 9,394 8,750 △ 6.1 △ 6.9

（ 57.7% ）

1,302 1,118 1,007 △ 14.1 △ 9.9

2,893 2,481 2,263 △ 14.2 △ 8.8

5,809 5,795 5,480 △ 0.2 △ 5.4

6,298 6,293 4,928 △ 0.1 △ 21.7

（ 32.5% ）

793 868 787 9.5 △ 9.3

3,061 2,923 2,012 △ 4.5 △ 31.2

2,444 2,502 2,129 2.4 △ 14.9

17 21 17 23.5 △ 19.0

（ 0.1% ）

15 17 17 13.3 0.0

　その他の小売店

　　うち各種商品取扱店

　　食料品専門店

　　住関連専門店

 中心店

　　衣料品中心店

　　食料品中心店

　　住関連中心店

　　うち終日営業店

　ドラッグストア

　その他のスーパー

　　うち各種商品取扱店

　専門店

　　衣料品専門店

　　中型スーパー

　専門スーパー

　　衣料品スーパー

　　食料品スーパー

　　住関連スーパー

　コンビニエンスストア

小　売　業　計

　百　貨　店

　　大型百貨店

　　その他の百貨店

　総合スーパー

　　大型スーパー

業　態　分　類

事　業　所　数　（店）

９年 １４年 １９年
増減率（％）



  

（２）従業者数 

    従業者数が最も多い業態は、専門店の３万９，３０５人（構成比４４．５％）で、次いで中

心店の１万８，９９９人（同２１．５％）、専門スーパー1 万４，６４９人（同１６．６％）

となっている。 

平成１４年調査に比べると、専門店、中心店とも、それぞれ１０．５％、１９．８％減少し

ており、百貨店は、４４．１％減少した。 

１９年／１４年増減率で最も伸びが大きいのは、その他のスーパーのうち各種商品取扱店で、   

３７人（１６０．９％）増となっている。ドラッグストアも５０３（６９.１％）増加した。 

 

表１６ 業態別従業者数 

14/9 19/14

89,581 95,861 88,330 7.0 △ 7.9

（ 100.0% ）

2,555 2,136 1,194 △ 16.4 △ 44.1

（ 1.4% ）

2,555 2,023 1,194 △ 20.8 △ 41.0

-  113 -  

3,531 4,119 3,566 16.7 △ 13.4

（ 4.0% ）

-  4,065 3,513 -  -  

-  54 53 -  -  

9,894 12,968 14,649 31.1 13.0

（ 16.6% ）

445 820 939 84.3 14.5

7,534 8,701 10,947 15.5 25.8

1,915 3,447 2,763 80.0 △ 19.8

　　うちホームセンター -  1,358 1,903 -  40.1

3,826 4,712 4,937 23.2 4.8

（ 5.6% ）

1,547 3,791 4,306 145.1 13.6

-  728 1,231 -  69.1

（ 1.4% ）

5,698 3,524 4,400 △ 38.2 24.9

（ 5.0% ）

86 23 60 △ 73.3 160.9

41,964 43,912 39,305 4.6 △ 10.5

（ 44.5% ）

4,049 3,456 2,885 △ 14.6 △ 16.5

10,090 9,941 9,510 △ 1.5 △ 4.3

27,825 30,515 26,910 9.7 △ 11.8

22,038 23,695 18,999 7.5 △ 19.8

（ 21.5% ）

2,741 3,611 2,795 31.7 △ 22.6

7,716 8,241 5,680 6.8 △ 31.1

11,581 11,843 10,524 2.3 △ 11.1

75 67 49 △ 10.7 △ 26.9

（ 0% ）

71 61 49 △ 14.1 △ 19.7

 その他の小売店

　　うち各種商品取扱店

　　食料品専門店

　　住関連専門店

 中心店

　　衣料品中心店

　　食料品中心店

　　住関連中心店

　　うち終日営業店

 ドラッグストア

 その他のスーパー

　　うち各種商品取扱店

 専門店

　　衣料品専門店

　　中型スーパー

 専門スーパー

　　衣料品スーパー

　　食料品スーパー

　　住関連スーパー

 コンビニエンスストア

小　売　業　計

 百貨店

　　大型百貨店

　　その他の百貨店

 総合スーパー

　　大型スーパー

業　態　分　類

従　業　者　数　（人）

９年 １４年 １９年
増減率（％）



  

（３）年間商品販売額 

    年間商品販売額が最も多い業態は、専門店で、小売業全体の４０．５％を占めている。次い

で、中心店の２０．９％、専門スーパーの２０．１％となっている。これら構成比の大きい３

業態について１９年／１４年増減率をみると、専門店が△０．０％、中心店が△１９．３％、

専門スーパーが△２．４％でそれぞれ減少した。 

    その他のスーパーのうち各種商品取扱店は、１９年／１４年増減率が６２３．２％増と最も

高く、ドラッグストアが同４８．７％増で続いている。その他の小売店のうち各種商品取扱店

は、△３９．６％と大幅に減少した。 

    総合スーパーと百貨店は、１９年／１４年増減率△２６．４％、同△３１．９％と、ともに

減少した。 

  

表１７ 業態別年間商品販売額 

14/9 19/14

1,662,891 1,536,008 1,439,959 △ 7.6 △ 6.3

（ 100.0% ）

81,138 55,534 37,802 △ 31.6 △ 31.9

（ 2.6% ）

81,138 x 37,802 -  -  

-  x -  -  -  

99,451 81,263 59,794 △ 18.3 △ 26.4

（ 4.2% ）

x x x -  -  

x x x -  -  

277,969 296,454 289,317 6.7 △ 2.4

（ 20.1% ）

11,092 16,844 18,655 51.9 10.8

201,522 185,316 212,009 △ 8.0 14.4

65,355 94,295 58,653 44.3 △ 37.8

　　うちホームセンター -  41,501 46,204 -  11.3

51,821 57,951 60,093 11.8 3.7

（ 4.2% ）

17,394 46,705 52,361 168.5 12.1

-  18,202 27,070 -  48.7

（ 1.9% ）

101,113 68,948 80,702 △ 31.8 17.0

（ 5.6% ）

1,700 181 1,309 △ 89.4 623.2

634,413 583,565 583,468 △ 8.0 △ 0.0

（ 40.5% ）

59,140 38,529 30,257 △ 34.9 △ 21.5

88,735 80,354 73,100 △ 9.4 △ 9.0

486,538 464,681 480,111 △ 4.5 3.3

414,962 373,099 301,162 △ 10.1 △ 19.3

（ 20.9% ）

39,708 54,066 37,713 36.2 △ 30.2

98,300 90,205 54,058 △ 8.2 △ 40.1

276,955 228,829 209,392 △ 17.4 △ 8.5

2,023 992 550 △ 51.0 △ 44.6

（ 0.0% ）

1,987 911 550 △ 54.2 △ 39.6

１４年 １９年

　その他の小売店

　　うち各種商品取扱店

　　食料品専門店

　　住関連専門店

　中心店

　　衣料品中心店

　　食料品中心店

　　住関連中心店

　　うち終日営業店

　ドラッグストア

　その他のスーパー

　　うち各種商品取扱店

　専門店

　　衣料品専門店

　　中型スーパー

　専門スーパー

　　衣料品スーパー

　　食料品スーパー

　　住関連スーパー

　コンビニエンスストア

小　売　業　計

　百貨店

　　大型百貨店

　　その他の百貨店

　総合スーパー

　　大型スーパー

業　態　分　類

　年　間　販　売　額　（百万円）

９年
増減率（％）

  



  

（４）売場面積 

    売場面積の構成比が最も大きい業態は、専門スーパーで、小売業全体の２８．３％を占め、

専門店２６．８％、中心店１９．５％と続いている。 

    売場面積の１９年／１４年増減率の伸びが最も大きいのは、その他のスーパーのうち各種商

品取扱店で２２７．６％増、次いでドラッグストアが２１５．９％増で続いている。専門スー

パーのうちのホームセンターも６７．２％と増加している。 

    食料品中心店、その他の小売店、百貨店については、それぞれ、△４２．０％、△２９．９％、

△２９．７％と減少している。   

   

表１８ 業態別売場面積 

 

14/9 19/14

1,762,974 1,888,025 1,918,124 7.1 1.6

（ 100.0% ）

117,167 119,544 84,080 2.0 △ 29.7

（ 4.4% ）

117,167 x 84,080 -  -  

-  x -  -  -  

168,171 161,589 152,784 △ 3.9 △ 5.4

（ 8.0% ）

-  x x -  -  

-  x x -  -  

326,683 457,333 543,391 40.0 18.8

（ 28.3% ）

29,227 55,796 71,258 90.9 27.7

176,270 185,667 229,979 5.3 23.9

121,186 215,870 242,154 78.1 12.2

　　うちホームセンター -  117,026 195,716 -  67.2

62,466 50,459 62,844 △ 19.2 24.5

（ 3.3% ）

16,667 37,843 52,303 127.1 38.2

-  18,042 56,993 -  215.9

（ 3.0% ）

141,346 81,525 127,128 △ 42.3 55.9

（ 6.6% ）

3,035 1,161 3,803 △ 61.7 227.6

530,217 526,884 514,857 △ 0.6 △ 2.3

（ 26.8% ）

92,256 86,733 79,961 △ 6.0 △ 7.8

85,906 77,460 66,888 △ 9.8 △ 13.6

352,055 362,691 368,008 3.0 1.5

415,630 470,647 374,643 13.2 △ 20.4

（ 19.5% ）

81,710 127,962 125,907 56.6 △ 1.6

157,913 162,523 94,308 2.9 △ 42.0

176,007 180,162 154,428 2.4 △ 14.3

1,294 2,002 1,404 54.7 △ 29.9

（ 0.1% ）

1,211 1,778 1,404 46.8 △ 21.0

　その他の小売店

　　うち各種商品取扱店

　中心店

　　衣料品中心店

　　食料品中心店

　　住関連中心店

　専門店

　　衣料品専門店

　　食料品専門店

　　住関連専門店

　　うち終日営業店

　ドラッグストア

　その他のスーパー

　　うち各種商品取扱店

　　衣料品スーパー

　　食料品スーパー

　　住関連スーパー

　コンビニエンスストア

　総合スーパー

　　大型スーパー

　　中型スーパー

　専門スーパー

小　売　業　計

　百貨店

　　大型百貨店

　　その他の百貨店

業　態　分　類

　　売　場　面　積　（ｍ2）

９年 １４年 １９年
増減率（％）

  



  

（５）従業者１人当たり年間商品販売額 

従業者１人当たりの年間商品販売額では、コンビニエンスストア１，２１７万円、専門店１，

４８４万円、中心店１，５８５万円及びその他の小売店１，１２３万円を除き、小売業平均の１，

６３０万円を上回っている。 

 

表１９ 業態別従業者１人当たり年間商品販売額 

14/9 19/14

1,856 1,602 1,630 △ 13.7 1.8

3,176 2,600 3,166 △ 18.1 21.8

3,176 x 3,166 -  -  

-  x -  -  -  

2,817 1,973 1,677 △ 30.0 △ 15.0

x x -  -  -  

x x -  -  -  

2,809 2,286 1,975 △ 18.6 △ 13.6

2,493 2,054 1,987 △ 17.6 △ 3.3

2,675 2,130 1,937 △ 20.4 △ 9.1

3,413 2,736 2,123 △ 19.8 △ 22.4

　　うちホームセンター -  3,056 2,428 -  △ 20.6

1,354 1,230 1,217 △ 9.2 △ 1.0

1,124 1,232 1,216 9.6 △ 1.3

-  2,500 2,199 -  △ 12.0

1,775 1,957 1,834 10.3 △ 6.3

1,977 787 2,182 △ 60.2 177.2

1,512 1,329 1,484 △ 12.1 11.7

1,461 1,115 1,049 △ 23.7 △ 5.9

879 808 769 △ 8.1 △ 4.9

1,749 1,523 1,784 △ 12.9 17.1

1,883 1,575 1,585 △ 16.4 0.6

1,449 1,497 1,349 3.3 △ 9.9

1,274 1,095 952 △ 14.1 △ 13.1

2,391 1,932 1,990 △ 19.2 3.0

2,697 1,481 1,123 △ 45.1 △ 24.2

2,799 1,493 1,123 △ 46.7 △ 24.8

　その他の小売店

　　うち各種商品取扱店

　　食料品専門店

　　住関連専門店

　中心店

　　衣料品中心店

　　食料品中心店

　　住関連中心店

　　うち終日営業店

　ドラッグストア

　その他のスーパー

　　うち各種商品取扱店

　専門店

　　衣料品専門店

　　中型スーパー

　専門スーパー

　　衣料品スーパー

　　食料品スーパー

　　住関連スーパー

　コンビニエンスストア

小　売　業　計

　百貨店

　　大型百貨店

　　その他の百貨店

　総合スーパー

　　大型スーパー

業　態　分　類

従業者１人当たり年間商品販売額（万円）

９年 14年 19年
増減率（％）

 



  

１６．市・郡別の動き 

 

   市・郡別の動きを、１０市、８郡の事業所数・従業者数・年間商品販売額について、平成１

４年調査と比較した増減率でみると、事業所数では、１０市計が１万４，６１０店と、１，７

１６店（△１０．５％）減少し、８郡計では、４，０６２店と、６４２店（△１３．６％）減

少した。この結果、県計に占める市部の構成比は、平成１４年調査７７．６％から平成１９年

調査７８．２％へと増加した。１０市の増減率をみると、全市において減少した。減少率の大

きい市は、黒石市（△２１．２％）、三沢市（△１９．４％）、むつ市（△１４．９％）である。

８郡の増減率をみると、西津軽郡（△２２．２％）、北津軽郡（△１７．４％）、下北郡（△１

６．８％）など、全て減少した。 

   従業者数では、８市計が１０万２５０人と、９，３４４（△８．５％）減少し、８郡計は、１

万８，９７１人と、１，８９３人（△９．１％）減少した。この結果、県計に占める郡部の構成

比は、１６．０％から１５．９％へと減少した。１０市の増減率をみると、黒石市６５０人    

（△１９．０％）、三沢市４４９人（△１３．６％）が減少し、十和田市（２．４％）が増加し

た。 

   ８郡の増減率をみると、東津軽郡（０．９％）の増加を除き、西津軽郡（△１５．１％）、下

北郡（△１３．９％）等すべてが減少した。 

年間商品販売額では、１０市計が２兆９，９４７億円と、３，４９５億円（△１０．４）％減

少し、８郡計は、３，１５６億円と、３４２億円（△９．８％）減少した。この結果、県計に占

める郡部の構成比は、前回同様９．５であった。１０市の増減率をみると、十和田市（３．７％）、

平川市（４．１％）を除き、青森市（△１７．０％）、黒石市（△１３．４％）、弘前市（△１１．

５％）などが減少した。８郡の増減率をみると、全てが減少し、西津軽郡（△２８．２％）、中

津軽郡（△２３．９％）、東津軽郡（△１２．７％）、上北郡（△１０．７％）の減となっている。 

 

表２０ 市郡別事業所数・従業者数・年間商品販売額 

１４／９ １９／１４ １４／９ １９／１４ １４／９ １９／１４

県 計 21,030 18,672 △ 8.0 △ 11.2 130,458 119,221 4.3 △ 8.6 3,693,933 3,310,311 △ 14.1 △ 10.4

(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%)

市 計 16,326 14,610 △ 7.6 △ 10.5 109,594 100,250 4.0 △ 8.5 3,344,177 2,994,719 △ 14.8 △ 10.4

(77.6%) (78.2%) (84.0%) (84.1%) (90.5%) (90.5%)

郡 計 4,704 4,062 △ 9.4 △ 13.6 20,864 18,971 5.9 △ 9.1 349,755 315,592 △ 6.2 △ 9.8

(22.4%) (21.8%) (16.0%) (15.9%) (9.5%) (9.5%)

青 森 市 4,602 4,196 △ 8.9 △ 8.8 33,142 30,052 3.4 △ 9.3 1,268,362 1,052,868 △ 6.8 △ 17.0

弘 前 市 2,830 2,514 △ 9.4 △ 11.2 20,105 18,316 5.9 △ 8.9 567,381 502,362 △ 23.8 △ 11.5

八 戸 市 3,860 3,446 △ 6.4 △ 10.7 26,974 24,413 2.4 △ 9.5 873,336 825,419 △ 12.8 △ 5.5

黒 石 市 570 449 △ 8.1 △ 21.2 3,416 2,766 8.0 △ 19.0 56,751 49,120 △ 4.6 △ 13.4

五所川原市 993 940 △ 2.3 △ 5.3 5,581 5,565 5.4 △ 0.3 118,063 116,061 △ 32.1 △ 1.7

十 和 田 市 1,015 956 △ 4.8 △ 5.8 6,035 6,179 0.3 2.4 160,964 166,911 △ 33.3 3.7

三 沢 市 551 444 △ 9.2 △ 19.4 3,307 2,858 7.8 △ 13.6 63,021 60,467 △ 11.7 △ 4.1

む つ 市 1,028 875 △ 8.7 △ 14.9 5,836 5,113 △ 2.5 △ 12.4 143,772 132,284 △ 15.8 △ 8.0

つ が る 市 456 419 △ 12.3 △ 8.1 2,980 2,809 15.4 △ 5.7 52,666 47,738 △ 11.8 △ 9.4

平 川 市 421 371 0.5 △ 11.9 2,218 2,179 13.6 △ 1.8 39,861 41,489 △ 2.1 4.1

東 津 軽 郡 447 397 △ 14.4 △ 11.2 1,381 1,394 △ 6.9 0.9 17,651 15,401 △ 14.1 △ 12.7

西 津 軽 郡 445 346 △ 12.9 △ 22.2 1,546 1,312 △ 3.6 △ 15.1 23,440 16,826 △ 17.7 △ 28.2

中 津 軽 郡 17 16 △ 29.2 △ 5.9 41 38 △ 51.8 △ 7.3 251 191 △ 54.1 △ 23.9

南 津 軽 郡 459 393 △ 10.9 △ 14.4 2,318 2,115 3.4 △ 8.8 32,498 30,698 △ 18.7 △ 5.5

北 津 軽 郡 596 492 △ 11.0 △ 17.4 2,418 2,238 △ 2.0 △ 7.4 46,403 44,929 12.1 △ 3.2

上 北 郡 1,420 1,274 △ 5.5 △ 10.3 7,824 7,162 18.7 △ 8.5 145,762 130,205 △ 1.5 △ 10.7

下 北 郡 280 233 △ 7.0 △ 16.8 871 750 7.0 △ 13.9 10,574 9,894 △ 3.1 △ 6.4

三 戸 郡 1,040 911 △ 9.2 △ 12.4 4,465 3,962 1.2 △ 11.3 73,176 67,448 △ 12.0 △ 7.8

１４年 １９年
増減率（％）市 ・ 郡 名

事　業　所　数　（店） 従業者数（人） 年間商品販売額（百万円）

１４年 １９年
増減率（％）

１４年 １９年
増減率（％）

 
 

（注）平成１４年以前のデータは、市町村合併前の市町村データにより再集計を行っている。 



  

１７．市町村別の動き 

     

    市町村別の動きを、事業所数・従業者数・年間商品販売額について、平成１４年調査と比較

した増減率でみると、唯一事業所数が減少しなかった市町村は、事業所数が同数であった新郷

村である。減少率の最も大きかったのは、２７．６％減の今別町であり、深浦町が２３．９％

減で続いている。 

 

増減率(14/19) 増減率(14/19)

①下田町 20.5% ①今別町 △27.6%

②柏村 10.8% ②深浦町 △23.9%

③倉石村 8.7% ③中泊町 △23.1%

④野辺地町 7.0% ④鶴田町 △21.8%

⑤尾上町 6.6% ⑤黒石市 △21.2%

①西目屋村 △29.2% ⑥鰺ヶ沢町 △20.9%

②稲垣村 △22.7% ⑦三沢市 △19.4%

③木造町 △22.1% ⑧佐井村 △18.5%

④六ヶ所村 △21.7% ⑨東通村 △18.3%

⑤市浦村 △21.7% ⑩田子町 △17.5%

減
　
　
少

事業所数増減率の大きい市町村

市　町　村

平成１４年調査

増
　
加

減
　
　
少

平成１９年調査

市　町　村

 

    

 

 

    従業者数の増減率をみると、増加の市町村が８、減少した市町村が３２となっている。増加

率の最も大きかったのは、２０．２％増の田舎館村、次いで、平内町の１５．０％増、おいら

せ町の７．５％増となっている。減少率が最も大きかったのは、佐井村の３４．０％減である。 

 

増減率（14／19） 増減率（14／19）

①下田町 63.4% ①田舎館村 20.2%

②碇ヶ関村 44.8% ②平内町 15.0%

③柏村 35.5% ③おいらせ町 7.5%

④東北町 23.5% ④蓬田村 5.3%

⑤平賀町 22.4% ⑤板柳町 4.3%

①西目屋村 △51.8% ①佐井村 △34.0%

②市浦村 △22.0% ②六ヶ所村 △33.3%

③車力村 △19.5% ③風間浦村 △27.7%

④十和田湖町 △16.9% ④中泊町 △27.6%

⑤新郷村 △13.7% ⑤南部町 △26.1%

減
　
　
少

減
　
　
少

市　町　村 市　町　村

増
　
加

増
　
加

従業者数増減率の大きい市町村

平成１４年調査 平成１９年調査

 

  

 



  

   年間商品販売額の増減率をみると、増加したのは、田舎館・階上・新郷・蓬田・大間・板柳・

大鰐・平川・十和田・鶴田・五戸・東北の１２市町村であり、平川市、十和田市以外の８市は、

減少している。 

   増加率の最も大きかったのは、６２．０％増の田舎館村で、次いで階上町の３０．９％増、新

郷村の２９．２％増となっている。 

 

増減率（14／19） 増減率（14／19）

①小泊村 125.3% ①田舎館村 62.0%

②東通村 50.1% ②階上町 30.9%

③板柳町 28.2% ③新郷村 29.2%

④下田町 26.1% ④蓬田村 16.1%

⑤相馬村 17.0% ⑤大間町 9.2%

①西目屋村 △54.1% ①深浦町 △44.0%

②稲垣村 △35.1% ②六ヶ所村 △40.2%

③五所川原市 △34.9% ③佐井村 △30.8%

④十和田市 △33.4% ④中泊町 △27.7%

⑤脇野沢村 △31.9% ⑤南部町 △24.2%

減
　
　
少

減
　
　
少

市　町　村 市　町　村

増
　
加

増
　
加

年間商品販売額増減率の大きい市町村

平成１４年調査 平成１９年調査

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

 

 

 

図７ 市町村別事業所数増減率（19／14）の分布  

 

  

 

 



  

 

 

図８ 市町村別従業者数増減率（19／14）の分布 
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図９ 市町村別年間商品販売額増減率（19／14）の分布  
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